
補助事業番号：19-1-139 

補 助事業名：平成 19 年度国民運動等の実践及び啓発 

補助事業者名：財団法人 あしたの日本を創る協会 

 

１．補助事業の概要 

(1)実施内容 

１．推進活動 研究集会 

(1)ブロック段階の研究集会 

生活学校、生活会議運動の主旨の理解、地域課題としての食育や子育て支援、

資源・エネルギー問題への取り組み方を協議する生活学校･生活会議ブロック研

究集会を、静岡、宮城、岐阜、大分、高知の会場で次のとおり実施した。 

(ア)平成 19 年度生活学校･生活会議運動関東甲信越静ブロック研究集会 

実施期日 7 月 3 日、4日 

実施場所 静岡県熱海市「ウェルハートピア熱海」 

参加者  77 名 

（イ）平成 19 年度生活学校・生活会議運動東北・北海道ブロック研究集会 

実施期日 9 月 6 日、7日 

実施場所 宮城県仙台市「ホテルニュー水戸屋」 

参加者  170 名 

（ウ）平成 19 年度 生活学校・生活会議運動中部・近畿ブロック研究集会 

実施期日 9 月 10 日、11 日 

実施場所 岐阜県岐阜市「ホテルパーク」  

参加者 282 名 

（エ）平成 19 年度あしたの日本を創る運動九州地区研究大会 

事業期日 10 月 4 日、5日 

実施場所 大分県大分市「コンパルホール」 

参加者  497 名 

（オ）平成 19 年度生活学校・生活会議運動中国・四国ブロック研究集会 

事業期日 10 月 28 日、29 日 

実施場所 高知県高知市「桂浜荘」 

参加者  約 50 名 

(2)事業推進者養成事業 

１．全国生活学校代表者会議 

 都道府県の生活学校代表者等を集めて、平成１９年度の生活学校運動の課題

であるレジ袋減らし隊運動の進め方について共通理解しあった。 

事業期日  平成 19 年 5 月 24 日、25 日 

実施場所  東京都渋谷区「国立オリンピック記念青少年総合センター」 

参加者   約 50 名 

２．都道府県協議会新任担当者会議 

 各都道府県協議会の新任担当者等を集まり、運動の基本的考え方、年度の

運動推進方策、生活学校･生活会議の推進方針について話し合った。 



事業期日  平成 19 年 6 月 21 日、22 日 

実施場所  東京都渋谷区「国立オリンピック記念青少年総合センター」 

参加者   約 50 名 

 

２．啓発誌発行 

１．あした通信 

 全国で進められている地域づくりの活動家、地域づくりに関係する専門家の

提言を年４回発行し、下記のように配布した。 

あした通信 №210 

原稿受理整理、割付日     7 月 24 日 

発送日            8 月 9 日 

掲載記事           「地域を元気にする郷土料理づくり、等」 

あした通信 №211 

原稿受理整理、割付日     10 月 26 日 

発送日            11 月 27 日 

掲載記事          「平成 18 年度あしたのまち・くらしづくり 

活動賞決まる、等」 

あした通信 №212 

原稿受理整理、割付日     12 月 25 日 

発送日            1 月 25 日 

掲載記事           「『住民の幸せづくり』が自治会の役割、他」 

あした通信 №213 

原稿受理整理、割付日    3 月 5 日 

発送日           3 月 31 日 

掲載記事          「自ら防災マニュアルを作成し、住民の命を 

守る町内会、他」 

２． 事例集(あしたのまち・くらしづくり 2007) 

 当年の優れた地域づくり活動集団による活動レポートを集約掲載し、全国の

市町村に 3,270 部、協会より関係団体へ 250 部配布した。 

 

原稿受理整理、割付日    10 月 24 日 

発送日           11 月 29 日（本年度入賞者等） 

掲載記事     「平成 19 年度あしたのまち・くらしづくり賞内閣総理大 

臣賞入賞集団、柳谷自治公民館、他」 

(2)成果 

1.推進活動 研究集会 

 都道府県関係者及び運動関係者がブロック段階または全国規模で参加して、高齢

者・省資源問題等の今日的課題や、運動の課題・推進方策を研究討議し、それぞれ

の果たすべき役割について理解・認識を深めることができた。 

2．啓発誌発行 

 あした通信及び事例集（あしたのまち・くらしづくり 2007）で地域づくり活動及



び、行政や企業の動きなどの情報を、適宜提供したことにより、運動の更なる活性

化につながるとともに、都道府県、市町村に活動の重要性を深めることができた。 

 

(3)今後予想される効果 

1. 推進活動 研究集会 

 都道府県協議会関係者及び、運動参加者と当協会が、地域社会の今日的状況を共

通理解することにより、地域づくり運動が幅広く展開され、真に豊かな地域づくり

が実現することが期待できる。 

2. 啓発誌発行 

 関係集団、都道府県、市町村に地域づくりに関する情報を提供することにより、

運動への理解が深まり、問題解決にむけて行政の協力が生まれ、課題解決が迅速に

進むことが期待できる。 

 

  ２．本事業により作成した印刷物 

あした通信  №210             1,400 部 

あした通信  №211             1,700 部 

あした通信  №212             1,400 部 

あした通信  №213             1,400 部 

あしたのまち・くらしづくり 2007       5,000 部 

 

３．事業内容についての問い合わせ 

団 体 名：財団法人 あしたの日本を創る協会(ザイダンホウジン アシタノニホンヲ

ツクルキョウカイ) 

住 所：100-0012 

東京都千代田区外神田 1－1－5 昌平橋ビル内 

代 表 者：会長 根本 二郎(ネモト ジロウ) 

担当部署：事務局(ジムキョク) 

担当者名：徳丸 律(トクマル リツ) 

電話番号：03-3251-6681 

F A X：03-3251-6682 

E - m a i l：ashita@sahita.or.jp 

U R L：http://www.ashita.or.jp 
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